
 

 

役員及び評議員の報酬等並びに費用に関する規程 

 

（目的） 

第１条  この規程は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成１８年法律 

第４９号。以下「公益認定法」という。）第５条第１３号及び公益財団法人日本社会福祉弘

済会（以下「本会」という。）の定款第１３条（評議員に対する報酬等）及び第２９条（報酬

等）の規定に基づき、本会の役員及び評議員の報酬等並びに費用の支給の基準につい

て定めることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条  この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は当該各号に定めるところによる。 

（１）役員    定款第２３条に規定する理事及び監事をいう。 

（２）評議員   定款第１０条に規定する評議員をいう。 

（３）常勤理事 理事のうち、本会を主たる勤務場所とし、かつ、週に３日以上勤務する者を 

いう。 

（４）報酬等   公益認定法第５条第１３号で定める報酬、賞与その他の職務遂行の対価と 

して受ける財産上の利益及び退職手当をいう。 

（５）費用  職務の執行に当たって、必要となる経費をいう。 

 

（報酬等の額の決定） 

第３条  評議員には、定款第１３条に定める総額の範囲において、評議員会又は選考委員会に 

出席した場合に、１人 1日当たり３万円を報酬として支給する。 

２．理事への各年度の報酬等の総額（従業員・兼務役員への給与を除く）は３，０００万円

の範囲内とする。 

３．常勤理事には、１人当たり８００万円の範囲内で理事長が定める額を定例報酬として支給 

する。 

４．非常勤理事には、職務の執行として評議員会、理事会、選考委員会その他理事長が招集

する会議へ出席した場合に、１人 1日当たり３万円を報酬として支給する。 

５．前項にかかわらず、理事長には月額３０万円を支給する。ただし、当分の間は月額１５万円

とする。 

６．監事には、各年度の報酬等の総額として１００万円の範囲内において、職務の執行として

評議員会、理事会、選考委員会への出席した場合又は監事監査を行った場合は１人１日

当たり３万円を報酬として支給する。 

 

 



 

 

（退職慰労金等の支給） 

第４条 役員及び評議員が退職したとき（在任期間中の死亡により退任した時を含む）には、退職

慰労金を支払う。 

２．非常勤役員及び評議員に対する退職慰労金は、非常勤役員及び評議員退職慰労金支

給基準（別表１）に定める額とする。 

３．常勤役員に対する退職慰労金は、常勤役員退職慰労金支給基準（別表２）に定める額とする。 

 

（報酬等の支給方法） 

第５条 役員及び評議員の報酬等の支給については、法令に基づいて報酬から控除すべき税 

金等を控除し、その残額を本人に支給する。 

２．その支給は、支給要件の発生の都度、通貨をもって支払うか、本人のまたは指定する本人

名義の金融機関口座に振り込むことによって行う。 

 

（費用弁償） 

第６条 役員及び評議員がその職務の執行に要する、交通費等の実費相当額を費用弁償として 

支給する。 

 

（改正） 

第７条 この規程の改正は、評議員会の決議を経て行う。 

 

附  則 

 この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益

財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第１０６条第

１項に定める公益法人の設立の登記の日から施行する。 

 

附  則（平成２６年９月８日改正） 

この規程は、平成２６年１０月１日から施行する。 

（平成 28年 6月 27日改正） 

この改正規程は、平成２８年 6月 27日に施行し、平成２８年４月 1日に遡って適用する。 

 （令和２年 6月 12日改正） 

この改正規程｛第 3条 2項の文言訂正⇒変更前：（理事・事務局長への給与は除く） 

変更後：（従業員・兼務役員への給与は除く）｝は、令和２年７月 1日より施行する。 

この改正規程｛第 4条（退職慰労金等の支給）｝は、令和５年７月 1日より施行する。 

 

 

 



 

 

（退職慰労金等の支給） 

第 4条の別表１及び別表２ 

 

（別表１）非常勤役員及び評議員退職慰労金支給基準 

 

退職慰労金の額は、次の通りとする。ただし、在任期間（始期及び終期が月中にかかる場合、１カ

月として計算する。）の計算に当たっては、理事、監事及び評議員と全て在任した期間を通算する。

また、在任期間計算にあたっては平成 24年（２０１２年）4月 1日以降の就任日を始期とする。 

在任期間中の死亡により退任した時も同様とするが、この場合の支払いは遺族に対して行う。 

 

在任期間 金額 

５年以上 １０万円 

１０年以上 ２０万円 

 

 

 

（別表２）常勤役員退職慰労金支給基準 

 

常勤役員に対する退職慰労金算出要領は常勤在職年数と報酬額によって決定する。 

具体的には下表の通りとする。ただし、在任期間の計算に当たっては、始期及び終期が月中にか

かる場合、１カ月として計算する。 

また、在任期間計算にあたっては平成 24年（２０１２年）4月 1日以降の就任日を始期とする。 

在任期間中の死亡により退任した時も同様とするが、この場合の支払いは遺族に対して行う。 

 

在任期間 報酬月額に対する支給基準 

1年以上 ０．７ 

２年以上 １．４ 

３年以上 ２．２ 

４年以上 ３．１ 

５年以上 ４．０ 

６年以上 ５．０ 

７年以上 ６．０ 

８年以上 ７．０ 

９年以上 ８．０ 

１０年以上 ９．０ 

＊報酬月額は退職時点での報酬月額とする。 


